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原子力緊急時の防災体制�
〔万が一緊急事態が発生したら、国、自治体、事業者及び関係機関は一体となってその対策にあたります。〕�

内閣総理大臣は、原子力
緊急事態宣言を発出する
と同時に、自らが本部長と
なる原子力災害対策本
部を官邸に設置します。�

原子力緊急時に、国、自治体、事業
者が一堂に会する施設で、原子力
施設立地地点の近くにあります。�
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避難、屋内退避等指示�
（市町村長）�
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住 民�

関係者の情報共有、意志統一を図り、
緊急時対応策を迅速かつ的確に実
施するために、国、自治体等による合
同対策協議会を組織します。�
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